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1 ．問題の所在
　（ 1 ）フランスにおける教師の不法行為責任法制には、変遷史がある。これを確認しておこう。
1804年の民法典によれば、生徒の行為による教師の責任は、未成年の子供の行為による両親の責任
と同じ制度の下に規律されていた。ある生徒が他の生徒又は第三者に損害を加えた場合に、その生
徒を監督する教師に対してその賠償をする責任を負わせていた。その際、教師には、監督義務を正
しく行ったという証明によって覆されうるフォート推定が課されていた。
　（ 2 ）この教師の責任法制は、判例によって一定の厳格さをもって運用され、民法典1242条（旧
1384条）責任を認める判決が言い渡され、課された責任の重さによって正気を失った教師が自殺す
るという著名な事件に際し、その改正に向けて世論が高まる中、ついに国の責任を公教育職員の責
任に代置する、1889年 7 月20日法が可決されるに至った。
　（ 3 ）しかし、この改革は、フォート推定の削除および国の責任の強化を求める教師にとってなお
不十分であると考えられた。そこで、新しい改革が実施に移され、1937年 4 月 5 日法の成立を見る
に至った。
　（ 4 ）この法律は、 2 か条から構成されている。 1 つは、民法典1242条（旧1384条）に第 8 項とし
て、「教師に関しては、加害行為を発生させたものとして、主張されたフォート、無思慮または不注
意は、原告がこれを一般法に従って証明しなければならない。」との規定を挿入したが、今後は、私
立・公立を問わず、すべての教育職員からフォート推定を逸れさせるものである。もう 1 つは、公
教育職員に関するものである。
　（ 5 ）新法は、教師の監督下におかれている、生徒によって加えられ、あるいは、被られたすべて
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の損害について、教師に代置される国を相手にする責任訴訟を提起することを被害者に強く求める
ことになるのである。したがって、教師に課されたフォート推定が廃止されることによって、1937
年 4 月 5 日法に由来する民法典1242条 8 項（旧1384条 8 項）の規定は、以降、生徒の行為によるす
べての損害についての責任要件を、不法行為の一般法の下に統一するものであろう。
　（ 6 ）以上、教師の責任法制の改革は、一見すると明白なように見えるが、民法典1242条 1 項（旧
1384条 1 項）について、同条 8 項との関連でその適用の可否が問題となる。事例を通して、具体的
に見てみよう。
2 ．問題点
　（ 1 ）一方において、生徒が教師の監督下にあって、教育活動やスポーツ活動および遊戯の過程に
おいて、物を使用することにより、同級生や第三者に対して損害を与えることが考えられよう。そ
のような場合に、被害者は、民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）によって損害の賠償を請求するに
は、教師が物の保管者であることを証明しなければならないであろう。そこでは、問題の保管が誰
に帰属するかが問われるからである。教師の指示と無関係に生徒が個人的な目的のために物を使用
するならば、その生徒が物の保管者となりうるであろう。
　（ 2 ）問題は、組織・編成された活動中に、物が生徒によって使用されたり、あるいは、教師の指
示の下に物が生徒によって用いられたりする場合である。このような場合には、教師が生徒に対し
権限を行使しうる期間中、物の保管者であることに異論はなかろう。もっとも、このことを前提と
して、その際に、民法典1242条 8 項（旧1384条 8 項）の規定との関連で、上記問題の場合に民法典
1242条 1 項（旧1384条 1 項）の規定を適用することができるかという点が問われるのである。
　（ 3 ）他方において、民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）の規定の適用をめぐって、近年、極めて
重要な判決が破毀院によって言い渡されている。この判決が、今後、監督義務を課されている者と
しての教師の責任にどのような影響を与えるか、という点が問題とされるであろう。
　（ 4 ）そこで、本稿は、フランス不法行為法のしくみを簡潔に見たうえで、このような民法典1242
条 1 項（旧1384条 1 項）をめぐる若干の問題を紹介するものである。
3 ．フランス不法行為法のしくみ
　（ 1 ）フランスの不法行為責任は、次の三つの型に区分されるのが通常である。すなわち、（一）自
己の行為による責任（民法典1240条（旧1382条）・1241条（旧1383条））、（二）他人の行為による責
任（民法典1242条（旧1384条））、（三）物の行為による責任（民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）・
1243条（旧1385条）・1244条（旧1386条））がこれである。要するに、人は、自己が直接に生じさせ
た損害だけでなく、自己が責任を負わなければならない人々、あるいは、自己が所有するまたは保
管する物の行為から生じた損害を賠償する責任がある、とされる。
　（ 2 ）民法典1240条（旧1382条）・1241条（旧1383条）は、損害惹起者の行為から生じる責任を定め
ている。そこでは、他人に損害を発生させた者は、原則として、（イ）損害、（ロ）加害者のフォー
ト、（ハ）このフォートと損害との間の因果関係の証明が行われることを条件に賠償責任を負う、と
（ 2 ）
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される。そして、フォートというのは、客観的要素、「違法性（illicéité）」ということばで指示され
る、義務違反、並びに主観的要素、「帰責性（imputabilité）」ということばで示される、損害惹起者
に対し非難を加える必要性、という二つの要素を包含するものとされている。これをフォートの主
観説という。もっとも、不法行為責任の本質的機能が損害の填補にあるということから、フォート
の内容として帰責性を不要とする見解も有力である。これをフォートの客観説という。このような
フォートの理論状況を背景に、成年の無能力者に関する法改正が行われ、1968年 1 月 3 日法によっ
て、民法典の中に、414条の 3 （旧489条の 2 ）として「他人に損害を惹起した者は、精神障害者の
支配下にあったときでもその賠償責任を負う。」という規定が挿入された。
　（ 3 ）民法典1384条は、責任を負わなければならない第三者の行為から生じる責任を定めている。
同条は、①未成年の子供によって惹起された損害に対する両親のフォート、②徒弟によって惹起され
た損害に対する職人のフォート、③家事使用人および被用者によって惹起された損害に対する主人
および使用者のフォートについて、各推定を定めるものと解されている。もっとも、教師は、不法
行為に関する証明規定、および、公教育職員の責任に対する国の責任の代置に関する規定を修正す
る、1937年 4 月 5 日法によってフォート推定が削除され、不法行為の一般原則を定める民法典1240
条（旧1382条）・1241条（旧1383条）の責任領域に戻されている（以下、1937年法として引用するこ
とがある）。なお、子供等の託されている施設も一般法に従うこととされている。
　（ 4 ）民法典1242条（旧1384条）・1243条（旧1385条）・1244条（旧1386条）は、動物、建物また
は無生物の所有者あるいは保管者に帰責する責任を定めている。この責任は、古くからの学説・判
例において、フォート推定あるいは責任推定に基づくものとされており、偶発事象（cas fortuit）、
不可抗力（force majeure）、被害者のフォートまたは第三者の行為の証明がなされない限り、その
推定は覆されないものとされている。物の行為による責任は、普通、（ⅰ）動物の行為による責任、
（ⅱ）建物の行為による責任、（ⅲ）無生物の行為による責任の三つに区分される。そして、（ⅰ）お
よび（ⅱ）については、民法典1243条（旧1385条）と同1244条（旧1386条）が規定しているけれど
も、（ⅲ）の型は、民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）の枠内で判例によって創造されたものであ
る。
　（ 5 ）民法典の起草過程において、1242条 1 項（旧1384条 1 項）は、以下に続く他人の行為による
責任並びに動物および建物の行為による責任についての諸規定の内容を、前もって呈示したものに
すぎない、と解されていた。しかし、例えば、物の爆発によって負傷するという事故の被害者が救
済されるには、責任負担者のフォートを証明しなければならなかった。ただ、破毀院としては、こ
のことが往々にして不可能だと思われたので、1896年の有名な判決において、「物の行為」に基因す
る事故の被害者（本件では、ボイラーの爆発が問題となった。）は、こうむった損害の賠償を1242条
1 項（旧1384条 1 項）に基づいて請求しうる旨が説示された。1242条 1 項（旧1384条 1 項）は、あ
たかも固有の価値を有する独立の規定であるかのように、そこでは取り扱われたのであった。
　（ 6 ）既に言及したように、精神障害者本人の責任は、民法典414条の 3（旧489条の 2 ）によって
認められることになったが、この者を監督する者の責任についてはこれを直接に認める規定はどこ
にも用意されていなかった。そこで、近年、精神障害者の引き起こした山火事について、その監督
（ 5 ）
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者の責任を民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）の枠内で認めた1991年 3 月29日の破毀院判決が大い
に注目されている。
　（ 7 ）事案は、こうである。すなわち、労働支援センターにあずけられていた精神障害者 J は、
Blieck の所有する山林に火を放った。Blieck は、上記センターを管理する Limausin 教育センター
協会およびその保険者に対し、損害賠償を請求したというものである。Limoge 控訴院は、「責任を
負うべき者の行為について責任推定の法理を宣明した。民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）の規定」
に基礎づけられることによる、損害賠償の支払いを命じた。すなわち、「原判決は、当該協会によっ
て管理されるセンターが精神障害者を受け入れ保護する環境に導くように指示し、精神障害者 J が
日中は完璧な移動の自由を含む制度に従っていること、確認された事実については現況のままで、
当該協会が、この精神障害者の生活様式を恒久的に編成し制御する責任を認めたこと、になるので、
控訴院は、当該協会が民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）の意味で、精神障害者について責任を負
わなければならない、そして精神障害者の惹起した損害を賠償する責任がある、ということを正当
に判示した」。（破毀院は、原判決を支持している。）
　（ 8 ）民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）は、すでに見たように、あとに続く両親の責任、使用
者の責任など「自己が責任を負うべき他人の行為による責任もしくは保管する物（動物・建物（崩
壊））の行為による責任を予め示す、いわば前触れであった。判例によって、「物の行為」に基因す
る事故の被害者はそのこうむった損害の賠償をこの規定に基づいて請求しうる旨が宣明され、前に
述べたように、あたかもこれが固有の価値を有する独立の規定として取扱われた。近年、これと同
じく、判例により、民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）について広く自己が責任を負うべき他人の
行為による責任を認めうる余地のあることが承認されている。そこで、民法典1242条 1 項（旧1384
条 1 項）の枠内において、学校という教育の場で生じる生徒の行為による事故を処理しうるか、と
いう点が問われることになるのであろう。
4 ．教師の責任の展開
　（ 1 ）問題は、組織・編成された教育活動中に物が生徒によって使用されたり、あるいは、教師の
指示の下にそれが生徒によって用いられたりする場合である。これについては、微妙な動きが見ら
れる。肯定説・不定説というふうに立場の異なる二つの判決が、破毀院第二民事部において、ほぼ
同じ時期に言い渡されているからである。
　（ 2 ）第一は、1981年 3 月11日判決である。事案は、こうである。学校の整備された競技場にお
いて、生徒が自転車の運転中に他の生徒の操作ミスによって転び負傷したというものである。被害
者が、民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）に基づき、本件自転車の保管者である学校へ損害賠償を
請求したのに対して、控訴院は、本件学校が民法典1242条 8 項（旧1384条 8 項）の意味での「教師
（instituteur）」であり、したがって、フォートの証明が必要であるとされ、物の行為による責任に
依拠することはできない（民法典1242条 1 項（旧1384条 1 項）は適用することはできない）、という
ことを理由に、被害者の請求を棄却した。破毀院はこれを支持したのである。この判例は、1937年
法の起草者の意思に制御されたものとみられている。その意思とは、生徒によって生じさせられた
（12）
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損害についての教師の責任と生徒に対して生じさせられた損害についての教師の責任との間に調和
を確立し、これらを不法行為の一般原則の下に統合して処理しようとするものであるとされる。こ
の判断は、生徒が教師の監督下にいたという事実に準拠している（教師は物の保管者ではなかった）
とされる。
　（ 3 ）第二は、1981年12月14日判決である。事案は、学校のグランドに置かれたゴールポストが
倒れてきて、それにぶら下がろうとしていた生徒が負傷したというものである。判決は、私立学校
（établissement privé d’enseignement）をゴールポストの保管者である、と説示した。控訴院は、体
育教師に対してフォートを見い出せないことを肯認した。すなわち、この教師は、「生徒たちと一
緒にグランドに居合わせ、生徒たちの更衣室の出口を監視していたが、事故の被害者である、騒が
しいかつ言うことを聴かない生徒が、再三なされた強い忠告にもかかわらず、教師の監督から逸脱
し、その指示より前に更衣室を出てゴールポストにぶら下がろうとしたのであり」、「教師は、本件
事態について理解できたけれども、きわめて短時間に」すべてがくり広げられた。本件では、学校
が1937年法の意味における教師でありうるとの見解をとったものとみられており、民法典1242条 1
項（旧1384条 1 項）は、生徒が教師の監督下にいる場合に学校に対し適用されているものと解され
る。
　（ 4 ）他方、近年になって精神障害者の監督者の責任を1242条 1 項（旧1384条 1 項）の枠内で認
め、1991年判決によって基礎づけられた、他人の行為の責任法理が、生徒によって生じさせられた
あるいは被られた損害について教師にも適用されるべきであるとの主張が試みられるようになって
いた。実際に、1994年 3 月16日に破毀院第二民事部の前に提起された事件を機会に、そのような主
張がなされている。そこでは、平凡な学校事故が問題になっている。国と協同契約を結んでいる、
私立学校の休憩時間に生徒らが遊んでいた際に、二人の生徒が正面衝突をし、このうち一人が傷害
を負った。被害者の両親は、学校と国の代理人としての県知事および加害生徒の両親を相手にして、
損害賠償を請求する訴訟を提起した。
　（ 5 ）学校に対しては、その請求は第一審において承認できない旨が言い渡され、この点について
原告は、判決に同意した。教育職員に代置される国に対しては、その請求は、控訴院において、教
師の側のいかなる監督の欠如も証明されていないことを理由に棄却された。なお、加害者の両親に
向けられた請求も同じく棄却された。
　（ 6 ）この判決に対してなされた上告は、前記1991年判決を活用するものであり、民法典1242条 8
項（旧1384条 8 項）の法文を用いることは、他人の監督を義務づけられている者のフォートを証明
するように定められていることになるので、上告人は、この証明は必ずしも必要でない、と主張す
るものであった。
　（ 7 ）しかし、破毀院は、次のように述べ、この主張を承認しなかった。すなわち、「その生徒が
教育職員の監督下にある間に惹起した損害について教育職員の責任に代置される国の責任は、民法
典1242条 1 項（旧1384条 1 項）の意味での法律上当然の責任ではなく、教師のフォートが一般法に
よって証明された場合にのみ民法典1242条 6 項および 8 項（旧1384条 6 項および 8 項）の規定に従っ
て維持されるのである。」 というのがこれである。
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　この他に、体育の授業時間にコレージュでフットボールの入門講座が行われていたときに、同級
生が投げたボールによって負傷させられた子供に惹起された損害について責任を負うことを国に宣
明するために、判決は、教員による生徒の監督が不十分であることを述べることにとどまっている、
「教員につき監督者のフォートを特徴づけることなく、加害行為の認識がなかった」ことを説示し
ている（Civ. 2e, 16 oct. 1991, G.P. 1992, I ; D. 1993, somm. p.335）、二つのクラス間のけんかで、他
の生徒にもたらされた殴打の被害生徒によって被られた損害の賠償を求めた事案で、加害行為がな
された階段もしくは廊下において、監督者の注意が届かなかったことと監督の不十分さを述べてい
る（Civ. 2e, 17 juill. 1991, Bull. civ., II, no232）。小学校の運動場において、フラスコ（容器）で遊ん
でいた生徒が、他の生徒によって投げられたフラスコで傷害を負ったという事案で、「教師は、生
徒がその監督下にある間に惹起した損害について責任を負うが、それは、教師が一般法に従って証
明されなければならないフォートをおかしたことが要件である」と述べている（Civ. 2e, 16 octobre 
1991, Bull. civ., I, no259）。学校の運動場でボールで遊んでいる生徒が他の生徒によって投げられた
ボールで負傷したという事案で「教師は、生徒が教師の監督下にある間に惹起した損害について責 
任を負うとすれば、それは、教師が一般法に従って証明されなければならないフォートをおかすと
いう要件のもとである」と述べている（Civ. 2e, 2  mars 1994, Bull. civ., II, no78）。授業が終了し、
同級生から階段において乱暴に押されたコレージュの生徒が、そこから落下し、負傷したという事
案で、「教員は、監督をしないで階段を、休憩のために生徒に利用させ、損害の原因であるフォー
トをおかした。階段において乱暴に押された結果、落下の被害をこうむった（免責事由の証明がな
い）」と述べている（Civ. 2e, 8  juillet 1998, Bull. civ., II, no242）、等々。
5 ．まとめ
　（ 1 ）以上を要するに、フランス法における教師の不法行為責任は、元来、両親の責任と同じ制度
の下におかれてきた。教師には、フォート推定という重い負担が課されていた。教師の教育活動の萎
縮状況を改めるため、その法制は、1937年 4 月 5 日法によって全面的に改革された。その結果、教
師に課されていたフォート推定という法技術は廃止され、損害の原因としてのフォートの証明が被
害者の負担においておこなわれることになった。そのフォートは、もちろん教師自身のフォートで
ある。既に言及したように、「教師に関しては、・・・主張されたフォート・・・は原告において、一般
法に従って証明されなければならない」という規定が、民法典1242条 8 項（旧1384条 8 項）として
挿入されたのであった。教師の責任は、もっぱらフォートに基礎づけられていて、1242条 1 項（旧
1384条 1 項）は教師には適用されないことになる。この意味で、同条 8 項は、自己の行為を基礎に
教師に対して責任を追及する場合には、被害者に教師のフォートの証明をすることを課すという効
果だけでなく、客観的責任の法理の活用を禁ずる効果をもたらすことになろう。
　（ 2 ）もっとも、1991年判決（Bleick 判決）以来、1242条 1 項（旧1384条 1 項）に基づいて支持
されている、他人の行為についての客観的責任に同条 1 項が拡大される点について、同条 1 項から
の逸脱を促すことは、包括的なものとなっている。したがって、教師のフォートの証明を要求する
ことは、判例において維持されるのである。破毀院は、従来、教師の責任を1242条 1 項（旧1384条
（27）
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1 項）に基づく法律上当然の責任にしようとする主張を明らかに非難していた。ただ、被害者とし
ては、上記 8 項の規定が1242条（旧1384条）に挿入されていることもあって、保管の下にある物あ
るいは責任を負うべき者の行為にその管理者の責任が基因する場合にのみ、1242条 1 項（旧1384
条 1 項）に基づく法律上当然の責任を、教師に対して活用しうる余地があるものと解されるであ 
ろう。 （2016年 8 月19日脱稿）
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